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令和５年度徳島県予算補助金・交付金一覧表

《一般会計》

２　政策創造部 （単位：千円）

No. 担当課名 名称 予算額 目的 交付先
交付
(見込)
件数

種別
事業
開始
年度

根拠法令等

1 総合政策課 地域経済循環創造事業 70,000
地域金融機関等から融資を受けて事業化に取り組む民間事業者等に対し
て、事業化段階で必要となる初期投資費用の一部を助成する。

民間事業者等 － 国補 H25
地域経済循環創造事業交
付金交付要綱

2
統計データ
課

国勢調査市町村交付金 2,246
令和７年国勢調査第２次試験調査の実施及び国勢統計実務検討会に出
席するための市町村経費として交付金を交付する。

市町村 23 国補 T9 統計法、国勢調査令

3
統計データ
課

住宅・土地統計調査市町村
交付金

40,237
令和５年住宅・土地統計調査単位区設定事務を実施するための市町村経
費として交付金を交付する。

市町村 24 国補 S23
統計法、住宅・土地統計調
査規則

4
統計データ
課

経済センサス調査区管理
市町村交付金

190
経済センサスに係る調査区を管理する市町村経費として交付金を交付す
る。

市町村 24 国補 H20
統計法、経済センサス基礎
調査規則

5
統計データ
課

学校基本調査市町村交付
金

318 学校基本調査を実施するための市町村経費として交付金を交付する。 市町村 24 国補 S23 統計法、学校基本調査規則

6
統計データ
課

農林業センサス市町村交
付金

150
令和７年農林業センサスを実施するための市町村準備経費として交付金
を交付する。

市町村 24 国補 S35
統計法、農林業センサス規
則

7
統計データ
課

漁業センサス市町交付金 7,747
令和５年漁業センサスを実施するための市町経費として交付金を交付す
る。

市町 8 国補 S24 統計法、漁業センサス規則

8
統計データ
課

県人口移動調査市町村交
付金

130
徳島県人口移動調査を実施するための市町村経費として交付金を交付す
る。

市町村 24 県単 S30 徳島県統計調査条例

9
県立総合大
学校本部

大学等サテライトオフィス開
設支援事業

1,000
大学等が地域と連携して教育･研究活動及び社会貢献に関する事業を行
うサテライトオフィスの設置等に要する経費に対し補助金を交付する。

大学等 1 国補 H26
徳島県大学連携･地方創生
推進費補助金交付要綱

10
県立総合大
学校本部

「とくしま回帰」加速・産業人
材支援事業

71,000
大学等を卒業後に県内に所在する事業所に一定期間就業した者の奨学
金の返還に要する経費に対し、補助金を交付する。

「とくしま回帰」加
速・産業人材支援
事業補助事業者

400 県単 H27
「とくしま回帰」加速・産業人
材支援事業補助金交付要
綱

11 市町村課
知事及び県議会議員選挙
費

571,989
知事及び県議会議員選挙を執行するために要する経費を執行経費基準
法等に基づき積算し交付する。

市町村 24 県単 -
国会議員の選挙等の執行
経費の基準に関する法律

12 市町村課
在外選挙人名簿事務交付
金

100
在外選挙人名簿の調製等に要する費用を公選法の規定により国庫が負
担する。

市町村 24 国補 H13
国会議員の選挙等の執行
経費の基準に関する法律

13 市町村課 徳島県町村会補助金 84
町村長に対する各種研修の実施や、町村行政に係る調査研究等に要す
る経費に対し、補助金を交付する。

徳島県町村会 1 県単 S59
徳島県町村会補助金交付
要綱
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２　政策創造部 （単位：千円）

No. 担当課名 名称 予算額 目的 交付先
交付
(見込)
件数

種別
事業
開始
年度

根拠法令等

14 市町村課
徳島県町村議会議長会補
助金

62
町村議会議長等に対する各種研修の実施や、町村議会に係る調査研究
等に要する経費に対し、補助金を交付する。

徳島県町村議会議
長会

1 県単 S59
徳島県町村議会議長会補
助金交付要綱

15 市町村課
市町村振興宝くじ収益金交
付金

541,900
市町村が行う公共施設整備や災害時の緊急対策のため、資金融資等を
実施する公益財団法人徳島県市町村振興協会に対して交付金を交付す
る。

徳島県市町村振興
協会

1 県単 S54

徳島県サマージャンボ宝くじ
等収益金交付金交付要綱
徳島県ハロウィンジャンボ宝
くじ等収益金交付金交付要
綱

16
とくしまぐら
し応援課

市町村合併特別交付金 38,040
旧合併特例法に基づき合併した市町に対する財政的支援を行うことによ
り、合併に伴い発生する緊急の財政需要についての負担を軽減するととも
に、合併後の一体的なまちづくり等を支援する。

合併した市町 4 県単 H16
徳島県市町村合併特別交
付金交付要綱

17
とくしまぐら
し応援課

牟岐町簡易水道事業運営
費補助金

2,904 出羽島簡易水道事業施設の円滑な運営と島民負担の軽減を図る。 牟岐町 1 県単 H11
徳島県牟岐町簡易水道事
業運営費補助金交付要綱

18
とくしまぐら
し応援課

離島航路支援費補助金 27,702
離島航路の維持を図り、もって離島地域の振興及び離島住民の民生の安
定と向上に資する。

阿南市、牟岐町 2 県単 H7
徳島県離島航路支援費補
助金交付要綱

19
とくしまぐら
し応援課

徳島県地域おこし協力隊起
業支援補助金

1,000 県版地域おこし協力隊員の起業に要する経費を支援する。
徳島県地域おこし
協力隊員

1 県単 H29
徳島県地域おこし協力隊起
業支援補助金交付要綱

20
とくしまぐら
し応援課

徳島わくわく移住支援事業 26,250
東京圏からのＵＩＪターンの促進や、地方の担い手不足の解消に向け、移
住者の多様な希望を叶えるため、県内への移住者の負担軽減を支援する
取組みを行う。

市町村 35 国補 H31
徳島わくわく移住支援事業
費補助金交付要綱

21
とくしまぐら
し応援課

みんなでリスタート！徳島
移住促進支援金

21,000
とくしま回帰の加速を図るべく、「新天地での出発」や「新しい生活様式の
実践」を考える県外からの子育て世帯の移住者に対し、支援する取組みを
行う。

徳島県民 210 県単 R3
みんなでリスタート！徳島移
住促進支援金交付要綱

22
とくしまぐら
し応援課

移譲事務市町村交付金 54,000 知事の権限に属する事務を処理する市町村等に対し交付金を交付する。
当交付金交付要綱
に定める事務を処
理する市町村等

25 県単 H15
徳島県移譲事務市町村交
付金交付要綱

23
とくしまぐら
し応援課

権限移譲ステップアップ事
業交付金

250
権限移譲を受け入れる市町村の事業の遂行に要する経費に対し、交付金
を交付する。

取扱要領のメニュー
に定めた権限移譲
に取り組む市町村

1 県単 H23
徳島県権限移譲ステップ
アップ事業交付金交付要綱

24
とくしまぐら
し応援課

「快適集落」検討支援事業 1,000
生活の利便性向上や都市部との「差」の克服につながる取組を検討する
ための、ワークショップ等の開催に必要な事務経費、実証実験費用につい
て支援する。

民間事業者等 2 国補 R2
徳島県集落再生加速化支
援費補助金交付要綱

25
とくしまぐら
し応援課

「快適集落」実行支援事業 4,000
生活の利便性向上や都市部との「差」の克服につながる取組を実行する
ための、消耗品購入や設備や機器の借り上げに要する経費等について支
援する。

民間事業者等 2 国補 R2
徳島県集落再生加速化支
援費補助金交付要綱

26

とくしまぐら
し応援課
学び・働き
創造室

「次世代光」による地方大
学・地域産業創生加速化事
業

728,230
地方大学・産業創生法に基づく「次世代“光”創出・応用による産業振興・
若者雇用創出計画」における取組みについて、国において新たに創設され
た「展開枠」を活用し、さらなる成果創出を図るため補助金を交付する。

とくしま大学振興・
若者雇用創出推進
会議構成員

2 国補 H30

徳島県「次世代“光”」創出・
応用による産業振興・若者
雇用創出事業補助金交付
要綱
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２　政策創造部 （単位：千円）

No. 担当課名 名称 予算額 目的 交付先
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27

とくしまぐら
し応援課
学び・働き
創造室

徳島県「次世代光」による
地方大学・地域産業創生加
速化補助事業

69,300
次世代「光」の活用による光関連分野のさらなる発展を図るため、県内事
業者等による次世代「光」に関する応用専門人材の育成や産業振興・雇用
創出に資する取組を支援する。

県内事業者又は県
内の高等教育機
関・事業者等からな
るコンソーシアム

－ 県単 R5
徳島県「次世代光」による地
方大学・地域産業創生加速
化補助金交付要綱

28

とくしまぐら
し応援課
学び・働き
創造室

Society5.0実装化エリア創
出事業

6,000
市町村がＳｏｃｉｅｔｙ５．０を見据え、先端技術を活用し、住民生活の利便性
向上、課題解決に資する先進的な取組みを支援する。

市町村 1 国補 R2
Society5.0実装化エリア創
出事業費補助金交付要綱

29
デジタルとく
しま推進課

携帯電話等エリア整備促進
事業費補助金

245
携帯電話の利用可能な地域を拡大し、地域間の情報格差を是正するた
め、携帯電話等の基地局施設及び設備を整備する市町村に対し、事業完
了後に経費の一部を支援する。

那賀町、美波町 2 県単 H16
ｅ－とくしま基盤整備促進事
業費補助金交付要綱

2,287,074政策創造部 計


